
Ⅰ．町村会一般会計 

１． 会議の開催 

（１）総会                        （決算額 99 千円） 

定期総会を３回、臨時総会を１回開催し、平成 30 年度事業報告・決算の認

定をするとともに、令和２年度事業計画・予算について決定した。    

        また、懸案事項の協議や、要望事項の取りまとめ等を行った。    

 

① 第 1回臨時総会（令和元年６月 21日 松江市開催） 

         ア 議  事 

・高校魅力化・活性化の推進に関する緊急要望について 

・町村会の主要団体役員及び各議会議員の就任について 

・オーシャンズ１１実行委員会について 

      イ 行政説明 

・島根県における外国人の状況と対応について 

           しまね国際センター 仙 田 多文化共生推進課長 

      ・教職員の人事権をめぐる問題について 

            島根県教育委員会 新 田 教育長 

 

   ② 第 1回定期総会（令和元年７月 23日 邑南町開催） 

ア 議  事 

・平成３０年度島根県町村会事業報告及び歳入歳出決算の認定について 

       ・令和元年度島根県町村会一般会計補正予算（第１号）について 

・国・県に対する令和２年度予算編成及び施策に関する要望項目について 

         ・山陰の FM局との災害時の情報発信と災害啓発に関する取組について 

     ・輝け１１しまね町村フェスティバルの準備状況について 

      ・全国町村長大会等の日程について 

    イ 役員改選 

    ウ 行政説明 

・高校魅力化による地域力創造と地方創生 

           島根県教育庁教育指導課 教育魅力化特命官 岩 本  悠 

  

   ③ 第２回定期総会（令和元年 11月 26日 東京都開催） 

ア 議  事 

・令和２年度市町村法令外負担金について 

・令和２年度島根県町村会会費について 

       ・令和２年度島根県町村議会議長会の負担金について 



       ・令和元年度「山陰新幹線建設促進期成同盟会」への対応について 

・要望活動の状況について 

     ・輝け１１しまね町村フェスティバルについて 

      ・町村道橋梁の修繕対策について 

       ・全国町村長大会等について 

       ・令和２年度第３回定期総会等の日程について 

 

イ 意見交換 

      ・総合戦略に関する知事との意見交換会について 

      ・県事業の重点見直しについて 

 

   ④ 第３回定期総会（令和２年２月 21日 松江市開催） 

ア 議  事 

・令和元年度島根県町村会一般会計補正予算（第２号）について 

      ・令和２年度事業計画及び予算について 

・町村長の主要団体役職及び各議会議員の就任について 

      ・県と市町村における職員派遣協定について 

・令和２年度県要望の予算措置状況等について 

    ・要望活動の状況（特別交付税）について 

       ・輝け１１しまね町村フェスティバルについて 

      ・令和２年度のスケジュールについて 

      ・島根県市町村振興協会事業について 

       ・島根県市町村総合事務組合事業について 

 

（２）正副会長会議   

会議を３回開催し、当面する諸課題、要望活動等について協議・調整等を行

った。 

 

  ①第 1回（令和元年８月 29日 松江市開催） 

協議事項：県に対する令和２年度予算編成及び施策に関する要望について 

 

 ②第２回（令和元年９月５日 東京都開催） 

協議事項：国に対する令和２年度予算編成及び施策に関する要望について 

 

③第３回（令和２年１月 22日 松江市開催） 

協議事項：当面の諸課題について 

 

 



（３）監査会                        （決算額 5千円） 

平成 30 年度の決算書及び出納書類等を精査した結果、決算は正確であり内

容も正当なものと認定された。 

 

     開 催 日：令和元年７月５日（松江市開催）   

     監 査 員：勝田監査役、三宅監査役 

     審査内容：平成 30年度決算監査 

（一般会計、全国町村職員生活協同組合島根県支部会計、公有物

件共済受託事業特別会計） 

 

２．管理運営 

（１）事務局費                    （決算額 66,945 千円） 

本会の各種事業を行うため、事務局の管理運営費を支出した。 

 

○  人件費  49,494千円                                            

うち  職員給与等（１名分）       6,339千円            

                   嘱託員報酬等（６名分）    31,349千円            

                      嘱託職員報酬等（４名分）   9,755千円            

                    賃金（１名分）             912千円            

嘱託職員退職手当（３名分） 1,139千円 

      

○  事務費  17,451千円                                     

               うち  事務室使用料        11,191千円            

                       その他事務費             6,260千円       

  

（２）財政調整基金積立金               （決算額 10,558千円） 

本会の健全な財政運営に資するために設置された財政調整基金に、剰余金

等の積立を行った。 

 

本年度積立額 10,558千円                                                 

         うち 財産運用収入分   214千円                                   

                 剰余金処分・積増分 10,344千円             

 

（３）職員退職手当積立基金積立金            （決算額 683 千円） 

将来の退職手当の支給に備え、退職手当積立基金に積立を行った。 

      



本年度積立額 683千円                                  

           うち  財産運用収入分     3千円                                

                  嘱託職員（４名分）積増分  680千円      

 

 

（４）軽自動車税申告事務処理事業               （決算額 1,093千円）                                                        

町村の軽自動車税徴税経費軽減のため、軽自動車の取得、廃車、変更に伴う

申告書の収集、送付の一括処理を行った。                                           

   

○処理実績                                                             

取扱件数 手数料収入 単        価 

11,502件 1,415,202円 ＠122円/件(4～9月)、＠124円/件(10～3月) 

 

３．政務活動 

（１）要望活動等                    （決算額 763 千円) 

町村に共通する課題の解決、町村の振興等を図るため、関係先へ要望活動

を実施した。 

                                         

○要望実績      

実 施 日 要 望 先 要  望  事  項 

R元.5.8 島根県知事等 「地域人口の急減に対処するための特定地域づくり

事業の推進に関する法律」の早期制定に関する緊急

要望 

R元.6.21 島根県知事等 高校魅力化・活性化の推進に関する緊急要望 

R元.8.29 島根県知事等 令和２年度予算編成及び施策に関する要望 

R元.9.6 県選出国会議員・

総務省等 

令和２年度予算編成及び施策に関する要望 

R2.2.5 県選出国会議員・ 

総務省等 

特別交付税に関する要望 

 

 



（２）顧問の設置                           （決算額 96 千円) 

       町村の振興発展、本会の運営に対し有効な助言・指導等を受けるため、元

総務省自治財政局長で現在地域活性化センター理事長である椎川忍氏に顧問

を依頼し、町村長研修交流会等で指導を受けた。                 

       あわせて、特産品モニターを依頼し、毎月各町村の特産品を送付した。   

 

（３）島根県町村議会議長会への補助           （決算額 1,200千円) 

   町村の負担軽減を図るため、島根県町村議会議長会に対し 1,200千円を補

助した。 

 

（４）情報収集、提供                    （決算額 612 千円) 

       時事通信社の i-JAMP等を活用し、町村の振興発展に資するための情報収集

を行った。 

 

４．振興管理 

（１）全国会費の納付等                 （決算額 3,092千円) 

全国町村会、地域活性化センターの会費を一括納付するとともに、資産評価

センター等の会費については、各町村に請求し一括納付した。 

また、法令集加除代、資料代を支出した。   

 

        ・全国町村会費             1,088千円                                    

            ・地域活性化センター会費      770千円                                    

            ・資産評価センター会費        375千円                                    

            ・観光地所在町村協議会会費     88千円                                    

            ・法令集加除代等              771千円      

 

（２）町村等職員採用統一試験              （決算額 792 千円) 

優秀な人材の確保と事務の効率化のため、日本人事試験研究センターに試

験問題の提供と採点を委託し、町村等の職員採用試験を２回実施した。 

     

○第１回実績  

区 分 
一 般 行 政 

（ 大 卒 ） 

一 般 行 政 

（ 高 卒 ） 
保健師 その他 計 

奥 出 雲 町 5    5 

飯 南 町    2 2 

川 本 町  12 3  15 

海 士 町  8   8 

計 5 20 3 2 30 

＊実施日  令和元年７月７日(日)、会場  島根県市町村振興センター、いわみーる 



○第２回実績 

区 分 
一 般 行 政 

（高卒） 

一 般 行 政 

（社会人） 
土木 保健師 その他 計 

奥 出 雲 町 2   1  3 

飯 南 町 5     5 

川 本 町 6     6 

美 郷 町 6   3  9 

邑 南 町 16    6 22 

津 和 野 町 14    1 15 

吉 賀 町 6     6 

海 士 町   1  1 2 

西 ノ 島 町 7    1 8 

隠岐の島町 19  2  2 23 

邑智郡総合事務組合 2 7   1 10 

計 83 7 3 4 12 109 

＊実施日  令和元年９月 22日(日)、会場  島根県民会館、島根県立大学 

      

 

（３）市町村法令外負担金等適正化審議会          （決算額 8千円) 

市町村の法令外負担金の適正化を図るため、令和元年 10月 24日・25日に

松江市で幹事会を開催し、申請があった 21団体に関する審査を行った。 

令和元年 11月 26日の定期総会で、令和２年度申請額と同額の 122,215千

円を 21団体に負担することを審議・決定した。  

 

○審議結果一覧                       （単位：千円） 

区  分 

Ｒ２年度 

申 請 額 

(A) 

Ｒ２年度 

決 定 額 

(B) 

比  較 

(B)-(A) 

Ｒ元年度 

決 定 額 

(C) 

比  較 

(B)-(C) 

団 体 数 21団体 21団体 0団体 21団体 0団体 

金  額 122,215 122,215 0 122,332 △117 

  



５．研修調査 

（１）町村長研修交流事業                 （決算額 374 千円) 

地方財政の現状と課題、今後の方向性等について理解を深めることを目的に、

町村長研修会を実施した。    

 

開 催 日：令和元年 11月 26日（東京都開催）   

講  師：地域活性化センター理事長 椎川 忍 氏 

総務省自治財政局財政課長 大沢 博 氏    

テ ー マ：第二期地方創生総合戦略の課題 

地方財政の現状と課題 

 

（２）町村長視察研修事業                  （決算額  225千円） 

町村長が各町村の人口減少対策や地域振興策の優良事例を自ら視察し、課題

解決の方策を学ぶため、令和元年７月 23 日～24 日に邑南町で視察研修を行っ

た。町職員による町の概要説明を聞いた後、意見交換会を開催した。 

また、公立邑智病院や町営｢食の学校｣等を視察し、先進的な取組について学

んだ。 

 

（３）町村長等研修派遣事業                （決算額 400千円) 

町村長、副町村長が行政運営に参考となる研修会等に参加する際の旅費や負

担金を助成した。   

 

○助成実績                          （単位：千円） 

町 村 名 助 成 内 容 等 助 成 額 

邑 南 町 

吉 賀 町 

先進地視察の旅費等 

地方創生講演会の参加旅費等 

200 

200 

  計  400 

 

（４）知事と町村長との意見交換会             （決算額 143千円) 

県と協力し、町村の抱える課題解決と地域振興を図るため、知事と町村長

との意見交換会を５回開催した。 

  



○意見交換会実績 

月 日 場 所 議   題 

R元.6.21 松江市 ・県政運営について 

・高校の魅力化・活性化について 

R元.7.30 松江市 ・島根創生計画について 

R元.9.4 松江市 ・島根創生計画について 

R元.12.24 松江市 ・子ども・子育て施策のパッケージについて 

・各町村の地方創生に係る取組みについて 

R 2.2.21 松江市 ・島根創生計画について 

・令和２年度島根県当初予算について 

 

 

（５）副町村長会議                    （決算額 120千円) 

本会の主要事業、町村における行政課題等について協議するため、令和元年

５月９日に松江市で副町村長会議を開催した。 

 

（６）総務、人事担当課長会議               （決算額 101千円) 

令和元年度の人事院勧告等に対応するため、令和元年 10月 25日に松江市

で市町村課から講師を招き研修会及び意見交換会を開催した。11町村 2組合

1連合 1団体 22名が参加した。 

 

（７）ホームページの管理                  （決算額 30 千円) 

ホームページの更新・管理等を行い、本会の情報公開等を行った。 

 



６．事業支援 

（１）法務支援事業                    (決算額 480千円) 

町村行政のさまざまな問題に対して専門的立場からの意見を求め適切な対

応を図るため、顧問弁護士（津田和美弁護士）を設置し、相談の受付を行った。 

                                                            

     ○弁護士相談実績（再相談件数を含む） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）町村ＰＲイベント（輝け１１しまね町村フェスティバル）  

(決算額 10,044 千円)                                                                                                                            

県内 11 町村の伝統文化・芸能、また豊かな海の幸、山の幸を紹介すること

により、これまで培ってきた島根の原風景｢まち・むら｣の魅力・輝きを情報発

信するため、「第９回輝け 11しまね町村フェスティバル」を開催した。 

 

主 催：輝け 11しまね町村フェスティバル実行委員会 

（町村会、町村議会議長会、山陰中央テレビ） 

日 時：令和元年 10月５日（土）、６日（日） 

会 場：ＴＳＫ山陰中央テレビ本社特設会場 

主な事業内容：地域の伝統文化、芸能等の紹介 

地域の特産品の紹介、実演、販売促進 

観光、定住促進に向けた情報発信 

各種体験（カヌー、神楽衣装、そろばんストラップ作り） 

来場者数：３．１万人（過去最高） 

 

（３）町村交流事業                                   (決算額 297 千円) 

輝け１１しまね町村フェスティバルの開催にあわせて、町村職員相互や関

係者との交流を図るため、意見交換懇談会を開催した。 

 

 

町 村 名 相   談   内   容 

飯 南 町 契約関係１件 

川 本 町 その他１件 

美 郷 町 その他 1 件 

津 和 野 町 その他４件 

吉 賀 町 契約関係１件、その他９件 

知 夫 村 賠償関係１件、その他１件 

計 １９件 



（４）全国町村ＰＲイベント出展町村支援事業              (決算額 280 千円) 

令和元年 11 月 30 日(土)・12 月 1 日(日)に東京国際フォーラムで開催され

た「まちイチ！むらイチ！」に参加した美郷町に対し、20万円の助成を行った。 

（津和野町はパンフレット提供のみのため助成は無し） 

 

７．共済事業 

（１）各種共済事業                                       

事故による町村の損害の相互救済を図るとともに町村職員の福利厚生事業

の一環として、全国町村会が取扱う各種保険事業を行った。  

 

①全国町村等職員弔慰金（団体生命共済）事業 

○加入実績 

加入者数 契約保険金額 掛 金（保険料） 

621人 5億 5,450万円 1,663,500円 

 

○給付実績 

給付人員 弔慰金（保険金） 

０人 ０円 

    

②総合賠償補償保険事業                                                     

○加入実績（団体数）                                                     

      〈賠償責任保険（身体）〉 

5,000万円 1億円 1.5億円 2億円 3億円 合計 

団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 

0 0 1 8.3 1 8.3 7 58.4 3 25.0 12 100 

 

    〈賠償責任保険（財物）〉 

1,000万円 2,000万円 1億円 合 計 

団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 

0 0 7 58.3 5 41.7 12 100 

  

〈補償保険〉 

Ⅰ型 Ⅱ型 Ⅲ型 合 計 

団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 

0 0 4 33.3 8 66.7 12 100 

         

  



    〈その他（補償保険）〉 

公金総合 

保  険 

個 人 情 報 

漏えい保険 

個人情報（賠償） 個人情報 

（対応費用） 5,000万円 1億円 2億円 

団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 

12 100 12 100 0 0 2 16.7 10 83.3 12 100 

 

○支払実績                           （単位：円） 

賠償保険 補償保険 公金保険等 合  計 

件数 支払保険金 件数 支払保険金 件数 支払保険金 件数 支払保険金 

13件 21,958,918 3件 1,410,000 0件 0 16件 23,368,918 

 

    ③災害対策費用保険事業                                                     

○加入実績（団体数）                                                     

プラン A プラン B プラン C 合計 

団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 団体数 加入率 

1 8.3 1 8.3 1 8.3 3 24.9 

 

     ○支払実績 

件  数 支払保険金 

1件 186,840円 

 

    ④全国町村等職員任意共済保険事業 

     ○加入実績 

加 入 者 数 契約保険金額 収入保険料 

285人 29億 6,400万円 15,459,276円 

 

○給付実績                        （単位：円） 

生 命 保 険 医 療 保 険 
合 計 

死亡・高度障害 災害保険金 入院給付金 入院療養給付金 手術給付金 放 射 線 給 付 金 

(0 人) (0 人) (11 人) (9 人) (8 人) (0 人) (28 人) 

0 0 585,000 305,000 960,000 0 1,850,000 

 

⑤全国町村等職員個人年金保険事業 

   ○加入実績 

加 入 者 数 
月   払 ボーナス払 

人 員 口 数 人 員 口 数 

318人 317人 1,250口 246人 813口 

  

○掛金収納実績 

月 払  ボーナス払 合  計 

32,674,000円 17,590,000円 50,264,000円 

 

 

 



⑥全国町村等職員収入補償保険事業 

    ○加入実績 

加入者数 口  数 保険料（年間） 

5人 15口 229,524円 

 

○給付実績 

給付人員 給付金（保険金） 

0人 0円 

 

⑦事務取扱収入 

区   分 金   額 内   訳 

総合賠償保険事業 439,880円 R1加入実績×5%×95% 

災害対策費用保険事業 81,609円 R1加入実績×4%×90% 

任意共済保険事業 813,984円 生命 R1加入実績×3％×95% 

医療 R1 加入実績×8.81%×95% 

収入 R1加入実績×5％×80％ 

個人年金保険事業 238,750円 R1加入実績×1％×1/2×95％ 

団体生命保険事業 124,450円 制 度 運 営 制度運営費×70％ 

団 体 事 務 （R1 加入実績-制度運営費）×3％×85％  

加 入 推 進 （R1 加入実績-制度運営費）×2.7764％ 

合   計 1,698,673円  

 

（２）事務担当者会議                     

全国町村会の各種保険事業を円滑に行うため、全国会議に出席した。                  

令和元年６月 26日に松江市で市町村担当者等への事務説明会を開催し、９

市町４組合等から 20人が参加した。 

   

（３）加入推進事業                    

全国町村会の各種保険事業の安定化を図るため、市町村担当者等を対象に

した加入推進会議、新規採用職員への事業説明、各団体への訪問による加入

推進活動、各種保険事業を紹介するリーフレット送付などを行い、加入推進

を図った。  

                          

 ○加入推進活動実績 

月  日 場 所 内  容 

H31.4.9 浜田市 第 1回新規採用行政職員等説明会 

H31.4.15 松江市 第 2回  〃 

H31.4.22 松江市 第 3回  〃 

R元.5.8 松江市 新規採用医療職員・技能労務職員説明会 

R元.7～8月 県 内 訪問による加入推進活動 

R元.10.16 松江市 加入推進会議 



Ⅱ．全国町村職員生活協同組合島根県支部会計 

１． 会議の開催 

（１）総会 

    島根県支部の総会は、町村会総会とあわせて開催した。   

 

２．共済事業 

（１）各種共済事業 

火災や災害、事故による町村職員の損害の相互救済を図るため、全国町村職

員生活協同組合の県支部として組合が取扱う各種共済事業を行った。  

 

①加入実績 

加入者数 口 数 出 資 金 

2,368人 226,397口 22,639,710円 

 

 

②火災共済事業 

      ○契約実績 

・火災共済 

共済契約件数 契約口数 共済掛金 

799件 204,456口 12,302,670円 

   

・風水雪害特約共済 

特約付加件数 契約口数 共済掛金 

360件 88,589口 4,453,310円 

 

○共済事故実績 

・火災共済 

火災共済金 臨時費用共済金 残存物取り片付け費用共済金 失火見舞費用共済金 
合 計 損 害 率 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

4件 224,620 円 4件 33,693 円 0件 0円 0件 0円 258,313 円 2.1％ 

 

・風水雪害特約共済 

特約共済金 臨時費用共済金 
残存物取り片付け 

費用共済金 合 計 損 害 率 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

1件 584,025円 1件 87,604円 0件 0円 671,629円 15.1% 

 

  



③自動車共済事業 

○契約実績 

契約台数 共済掛金 

2,664台 67,410,110円 

  

○共済事故実績 

・共済金 

対物賠償共済 対人賠償共済 合 計 
損害率 

件数 共済金 件数 共済金 件数 共済金 

65件 12,405,647円 8件 1,734,485円 73件 14,140,132円 21.0％ 

 

・臨時費用 

傷  害 死  亡 合  計 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

1件 10,800円 0件 0円 1件 10,800円 

 

④事務取扱収入 

区   分 金   額 内   訳 

火災共済交付金 1,892,640円 H30年度掛金×15％ 

風水雪害特約交付金 355,110円 H30年度掛金×8％ 

自動車共済交付金 9,034,970円 H30年度掛金×13％ 

加入推進等交付金 131,600円  

事故処理対策交付金 2,051,990円 H30年度掛金×3％ 

合  計 13,466,310円  

  

（２）事務担当者会議                   (決算額 54千円) 

全国町村職員生活協同組合の各種共済事業を円滑に行うため、全国会議に

出席した。                  

令和元年６月 26日に松江市で市町村担当者等への事務説明会を開催し、９

市町４組合等から 20人が参加した。 

  

（３）加入推進事業                    (決算額 497 千円) 

全国町村職員生活協同組合の各種共済事業の安定化を図るため、市町村担

当者等を対象にした加入推進会議、新規採用職員への事業説明、各団体への

訪問による加入推進活動、クリアファイル・ポーチの作成・送付、各種共済

事業を紹介するリーフレット送付などを行い、加入推進を図った。  

  



○加入推進活動実績 

月  日 場 所 内  容 

H31.4.9 浜田市 第 1回新規採用行政職員等説明会 

H31.4.15 松江市 第 2回  〃 

H31.4.22 松江市 第 3回  〃 

R元.5.8 松江市 新規採用医療職員・技能労務職員説明会 

R元.7～8月 県 内 訪問による加入推進活動 

R元.10.16 松江市 加入推進会議 

 

（４）事故処理対策事業 

自動車共済加入者の利便性の向上を図るため、町村事故処理サービスと連携

して全国町村職員生活協同組合の自動車共済に係る事故処理事務を実施した。 

 

３．一般管理費  

（１）一般会計への負担金                         （決算額 12,712千円) 

町村会の事業費・運営管理費に充当するため、町村会一般会計へ人件費等を

負担した。 

       

 ○  人件費負担金     7,643千円   

      ○ 物件費負担金     1,401千円          

            ○  事務室使用料負担金  1,119千円         

            ○  その他事務費負担金  2,549千円       

                   計            12,712千円 

  



Ⅲ．島根県町村会公有物件共済受託事業特別会計 

１．共済事業 

（１）各種共済事業 

火災や災害、事故による町村の損害の相互救済を図るため、全国自治協会と

の業務委託契約に基づき、各種共済事業を実施した。   

 

①建物災害共済事業 

    ○受託実績 

件 数 共済責任額 納付分担金 

4,772件 312,336,735,000円 112,955,181円 

   

○罹災実績 

件 数 支払共済金 損害率 

24件 34,513,039円 30.6％ 

 

②自動車損害共済事業 

    ○受託実績 

区 分 車両共済 
賠償共済 

合 計 
対 物 対 人 

台    数     1,493台 1,668台 1,668台 4,829台 

納付分担金 16,525,270円 12,682,830円 7,191,430円 36,399,530円 

 

    ○損害実績 

区 分 車両共済 
賠償共済 

合 計 
対 物 対 人 

件   数 61件 23件 1件 85件 

支払共済金 9,376,973円 3,959,415円 2,325,442円 15,661,830円 

損  害  率 （56.7％） （31.2％） （32.3％） （43.0％） 

 

③受託手数料収入 

区   分 金   額 内   訳 

公有建物災害共済分 15,813,725円 事務取扱費 R１年度分担金×14％ 

公有自動車損害共済分 4,185,945円 事務取扱費 R1年度分担金×11.5％ 

合  計 19,999,670円  

 

（２）事務担当者会議 

全国自治協会から受託した共済事業を円滑に行うため、令和元年６月 26日

に松江市で市町村担当者等への事務説明会を開催し、９市町４組合等から 20

人が参加した。 

  



（３）事故防止研修会 

公有自動車の事故防止を図るため、町村職員等を対象に研修会を実施し

た。 

                                                                                 

 ○研修会実績 

月  日 場 所 参 加 者 

R元.6.18 益田市 ３町村 1組合（９名） 

R元.6.21 松江市 ８市町村（１５名） 

 

（４）加入推進事業 

全国自治協会共済事業の安定化を図るため、市町村担当者等を対象にした加

入推進会議を開催するとともに、各種共済事業を紹介するリーフレットを送付

し、加入推進を図った。  

令和元年 10月 16日に松江市で開催した加入推進会議には９市町６組合等

から 16人が参加した。 

 

（５）全国会議等 

全国自治協会共済事業の事務を円滑に行うため、全国会議に出席した。   

 

○会議実績  

月  日 場 所 内  容 

R元.5.9～10 東京都 災害共済事業等事務研修打合会 

R元.9.12～13 東京都 災害共済事業加入推進及び事務打合会 

R元.12.19～20 徳島市 中国・四国各県町村会災害共済事務連絡会議 

                                  

２．管理運営費  

（１）販売及び一般管理費                （決算額 20,433千円) 

事業実施のため販売及び一般管理費を支出した。このうち町村会一般会計へ

人件費等を負担した。 

 

            ○  人件費負担金    14,463千円            

            ○  事務費負担金     1,214千円         

            ○  その他事務費負担金   2,493千円       

                   計            18,170千円 

 


